
様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20250 0 0 8 6 5

件 名 等 令和８年度用固定資産税納税通知書等印字・封入封緘業務委託

契 履行場所 南相馬市役所　税務課資産税係

種 類 業務委託
約

　令和８年度用固定資産税納税通知書等を作成するにあたり、賦課計算システムから必要なデータを抽出し、納

税通知書等に当該データの印字を行うとともに、作成した納税通知書等の封入封緘を行うもの。
内

　固定資産税納税通知書（一般・口座）　　　　２７，５００セット
概 要

　固定資産税課税明細書　　　　　　　　　　　６２，０００セット容

株式会社日立システムズ　東北支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　佐藤　勝彦

方 宮城県　仙台市　青葉区本町二丁目１５番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本委託業務は、一連の業務を行う中で、賦課計算システムからデータを抽出し、印字用データとして処理する

必要があるため、本システムの開発業者でなければ履行できないことから、当該業者と随意契約とする。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部税務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20250 0 0 8 8 1

件 名 等 南相馬市防犯カメラシステム（旧避難指示区域内）設置業務委託

契 履行場所 南相馬市小高区大井字深町地内　外

種 類 業務委託
約

　南相馬市の旧避難指示区域内では、犯罪に対する抑止効果を高め、地域における安全・安心の向上と防犯体制

の強化を図るため、防犯カメラを１９台設置している。現在使用している防犯カメラシステムの通信回線は第３
内

世代移動通信システム（３Ｇ）規格となっており、令和８年３月３１日をもって３Ｇ回線サービスが終了になる

ことから、防犯カメラ１９台及び通信機器を第４世代移動通信システム（４Ｇ）に対応した機器更新について委
概 要

託するもの。容

株式会社メディアシステム
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　谷口　才成

方 福島県　福島市　岡部字岡部２番地１１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、画一的な仕様に基づく価格による比較のみならず、高度な技術力・企画力・専門性や豊かな経験を

持つ事業者に幅広いアイディアと視点による企画提案を求めることにより、本市に最適な防犯カメラシステムを

構築するため公募型プロポーザル方式にて事業者を選定することとした。
随

　１２月２３日に事業者によるプレゼンテーション及びヒヤリングを実施し、審査委員会にて厳正に審査した結

果、当該事業者を最優秀提案事業者に選定したことから、当該事業者と随意契約を締結するもの。意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部生活環境課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20250 0 0 8 9 0

件 名 等 令和７年度税制改正対応に伴うシステム改修業務委託

契 履行場所 南相馬市役所 長寿福祉課

種 類 業務委託
約

令和７年度税制改正に伴う介護保険料標準段階の基準見直しに係る介護保険事務支援システム（ライフパートナ

ー）の改修業務
内

概 要
容

株式会社日立システムズ　東北支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　佐藤　勝彦

方 宮城県　仙台市　青葉区本町二丁目１５番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務について、令和７年度税制改正に伴う介護保険料標準段階の基準見直しに対応するためシステム改修が

必要となり、システムを構築した業者でなければ業務を履行することができないため、当該業者との随意契約と

いたしたい。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　健康福祉部長寿福祉課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20250 0 0 8 9 1

件 名 等 戸籍総合システム改修（共同親権対応）業務委託

契 履行場所 南相馬市役所ほか市の指定する場所

種 類 業務委託
約

　民法等の一部改正（令和８年４月１日施行）により、これまで離婚後の子の親権は父または母の一方を指定す

る「単独親権」に限られていたが、父母双方を指定する「共同親権」も選択できるようになることから、法務省
内

が示す戸籍情報システム標準仕様書等に基づき、必要なシステムの改修を行う。

概 要
容

株式会社日立システムズ　東北支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　佐藤　勝彦

方 宮城県　仙台市　青葉区本町二丁目１５番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務委託は、民法等の一部改正に伴うシステム改修であり、既存システムとの互換性が必要であるため、現

行システムの開発保守をしている当該業者でなければ履行できないことから、当該業者と随意契約とする。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部市民課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20250 0 0 8 9 9

件 名 等 衆議院議員総選挙公営ポスター掲示場設置管理撤収業務委託

契 履行場所 市内一円　２２２か所

種 類 業務委託
約

衆議院議員総選挙に係るポスター掲示場を市内２２２カ所に設置、管理、撤収するもの。

（１）規格・数量　　２段　６区画　２２２基
内

（２）設置場所　　　南相馬市内一円　小高区：１６カ所　鹿島区：６８カ所　原町区：１３８カ所

概 要
容

南相馬市復興事業協同組合
名 称

相

手 代 表 者 理事長　石川　俊幸

方 南相馬市　原町区橋本町四丁目４３番地１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

本業務委託は、短期間で２２２カ所の設置・撤去等を行うとともに、天候等の変化による掲示場の破損等に緊急

に対応することが必要となる。

このことから、短期間で相当量の作業に対応でき、また、掲示場の破損等を迅速に対応が可能な業者は区内には
随

上記業者しかないため随意契約するものである。

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　選挙管理委員会選挙管理委員会事務局選挙管理委員会事務局　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20250 0 0 9 0 1

件 名 等 南相馬市防犯カメラシステム（旧避難指示区域内）撤去業務委託

契 履行場所 小高区大井字深町地内　外

種 類 業務委託
約

　南相馬市（以下「市」という。）の旧避難指示区域内では、犯罪に対する抑止効果を高め、地域における安全

・安心の向上と防犯体制の強化を図るため、防犯カメラを１９台設置している。現在使用している防犯カメラシ
内

ステムの通信回線は、第３世代移動通信システム（３Ｇ）規格となっており、令和８年３月３１日をもって３Ｇ

回線サービスが終了になることから、防犯カメラ１９台及び通信機器を第４世代移動通信システム（４Ｇ）に対
概 要

応した機器に更新を予定している。容
　本業務は、南相馬市内１９箇所に設置している防犯カメラ及び録画機器の撤去、設定データの消去を行うもの

である。

株式会社メディアシステム
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　谷口　才成

方 福島県　福島市　岡部字岡部２番地１１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本撤去業務にあたっては、これまでのカメラ映像等について情報漏洩がないよう設定データ消去等の処理を行

う必要があるが、設定データは既存事業者が契約しているデータセンターに保存されているデータもあり、他事

業者では実施ができないため、当該事業者との随意契約とするもの。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部生活環境課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030


